
令和３年度労働条件実態調査（№1）
～～ 労働時間・休日、初任給、パート時給、
令和３年４月施行 改正高齢法への対応、新型コロナウイルス感染症対策等について ～～
令和３年５月１４日
一般社団法人長野県経営者協会
 eq \o\ad(労務管理委員会,　　　　　　　　　　　　)
①調査目的：この資料は、長野県経営者協会の定期調査として毎年実施し、会員事業所の
　　　　　　　参考に供することを目的とする。
②問い合わせ並びに送付先：
　　　　　　　〒380‐0838　長野市県町584　一般社団法人長野県経営者協会 労政部 宛
　　　　　　　ＴＥＬ　026‐235‐3522（代）　ＦＡＸ　026‐235‐3529
　　　　　　　Ｅ-mail　rosei@nea.or.jp
③締め切り：令和３年６月４日（金）までにご回示いただきたく。
④調査基礎事項
	会社名
	

	ご記入者 お役職
	
	お名前
	


（１）従業員
	会社全体の
常用従業員
（本社・工場・営業所・支店等すべての正社員数）
	1
	～99人
	
	長野県内の事業場に勤務する従業員
（　　月　　日現在）

	
	２
	100～299人
	
	
	男子
	女子
	合計

	
	３
	300～499人
	
	常用従業員
	人
	人
	人

	
	４
	500～999人
	
	パートタイマー
	人
	人
	人

	
	５
	1,000人以上
	
	臨時従業員
	人
	人
	人

	
	
	派遣労働者
	人
	人
	人


（２）業種（業種が２つ以上にわたる場合は、多数従業員の業種番号に○印をしてください。）
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16

	食料品製造業
	出版・印刷業
	化学製品製造
	非鉄金属製造
	一般機械器具
	電気機器製造
	輸送用機器製造
	精密機器製造
	左記以外の製造
	建設業
	卸・小売業
	金融・保険業
	私鉄・バス業
	運輸・倉庫業
	電力・ガス業
	サ｜ビス業


⑤その他：この調査結果については、①個別会社名は公表しません。②調査目的以外には
　　　　　　使用しません。③個人情報保護法に基づく取扱いを致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （こちらはご記入不要です）
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企番　 支部 　規模　 業種
１．令和３年度所定労働時間・休日について
〔記入上のお願い〕
１．所定労働時間・休日とは就業規則、労働協約によって定められている労働時間・休日
　　をいいます。
２．この調査の対象労働時間・休日は最も多くの従業員に適用される労働時間・休日を記
　　入してください。
３．所定労働時間は１０進法（例えば、７時間３０分は７.５時間）で記入してください。
４．月当たり、週当たり所定労働時間は年間所定労働時間をそれぞれ１／１２、１／５２
　　で算出してください。（土曜日の労働時間が半日の場合は、年間所定労働時間を先ず算出して、月当たり等平均算出してください）
５．有給休暇の計画的付与とは、年次有給休暇の取得率向上を目的として、書面による労
　　使協定があれば、それにもとづく一定日数の年次有給休暇（ただし、労働者が自由に
　　取得できる５日を留保した残りの日数内）について、計画的、統一的付与日を特定す
　　る制度です（労働基準法３９条６項）。
６．令和２年（２０２０年）は閏年ですので、令和２年度を令和２年１月１日から令和２年１２月３１日として捉える事業場はご注意願います。
	所定労働時間　休日数
	本　年　度
（令和３年度）
	昨　年　度
（令和２年度）
	昨年度との増減

	①１日の所定労働時間
	時間
	時間
	時間

	②１日の休憩時間
	時間
	時間
	時間

	③年間所定休日数
	日
	日
	日

	④年間所定労働日数
	日
	日
	日

	　年間日数（③＋④）
	日
	日
	日

	⑤年間所定労働時間
	時間
	時間
	時間

	⑥月当たり〃（⑤÷１２）
	時間
	時間
	時間

	⑦週当たり〃（⑤÷５２）
	時間
	時間
	時間

	有給休暇の計画的付与
	日
	日
	日


２．令和３年度決定初任給について
〔記入上のお願い〕
１．決定初任給とは、春季労使交渉による賃上げ後（ベースアップ後）の賃金を採用初任
　　給に配分し、本年４月入社の学卒者に支給する（した）賃金をいいます。
２．初任給は単位百円で記入してください。
３．所定労働時間内賃金とは、就業規則・労働協約等で定まっている所定労働時間（労働
　　日）に皆勤した場合に支給する諸手当を含む賃金をいいます。（なお、通勤手当、残業
　　手当は除きます。）所定時間内賃金ならびに内訳として基本給と手当額を併せて記入してください。
４．学卒者の採用が無くても、初任給が設定されている場合は記入してください。また、試用期間中であり未だ職務が確定していない場合は、配置予定の職種として記入してください。
５．職種分類は以下によって行なってください。
	職種Ａ：①基幹的業務につく者
　　　　②企画立案、技術研究開発、対外折衝等総合的な判断を要する業務に就く者
　　　　③全社的（国内外）規模で転勤を伴う者
職種Ｂ：上記に該当しない者（補助的、定型的、一般等）


６．上記のように初任給を分類していない場合は、職種Ａ欄に記入してください。また、職掌別に分類していない場合は学歴別の事務系欄に記入してください。
７．下記のフレーム（表）になじまない場合は、別紙に具体的に記入し、添付してください。
（１）職種Ａ
	学
歴
	職　掌　別
	令和３年度
	昨年度（令和２年度）

	
	
	所定時間内賃金（百円）
	所定時間内賃金（百円）

	
	
	
	基本給
	手当額
	
	基本給
	手当額

	大学院
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大学卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工 業 高 専 卒
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短大卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高校卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種
専修
学校
	１　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）職種Ｂ〔職種Ａに該当しない者（補助的、定型的、一般的）〕
	学
歴
	職　掌　別
	令和３年度
	昨年度（令和２年度）

	
	
	所定時間内賃金（百円）
	所定時間内賃金（百円）

	
	
	
	基本給
	手当額
	
	基本給
	手当額

	大学院
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大学卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工 業 高 専 卒
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短大卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高校卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種
専修
学校
	１　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３．パートタイム労働者時間給について
〔記入上のお願い〕
１．令和３年５月１０日現在（募集中含む）と昨年度（令和２年５月１０日）のパート
タイム労働者の時間給を記入してください。
２．パートタイム労働者が在籍していない場合には人数欄に０人と記入してください。
３．日給の場合及び精皆勤手当等を支給している場合は時間給に換算してください。
４．契約は１年であっても、更新契約のパートタイム労働者も対象にしてください。
５．職務は次の基準で分類してください。
　（a）直接的職務……事業活動と直接関係する仕事（例：加工,組み立て,配送,レジ等）
　（b）事務的職務……一般事務，現場事務等
　（c）間接的職務……事業活動とは直接関係しない仕事（例えば食堂の賄い，清掃等）
６．パートタイム労働者のうち、時間給が最高の者，最低の者をピックアップしその者の勤続年数と時間給を記入してください。また、各職務における全パートタイム労働者の平均勤続・平均時間給を記入してください。
パートタイム労働者の時間給
	職　務
	人　数
	最高時間給
	最低時間給
	平均時間給


	
	
	勤続
	時間給
	勤続
	時間給
	勤続
	時間給

	直接的
	令和３年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	事務的
	令和３年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	間接的
	令和３年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円


４．令和３年４月施行　改正高齢法への対応について
Ⅰ）高年齢者就業確保措置への対応について

令和3年4月より施行された改正高齢法では、65～70歳までの就業機会を確保するため、以下①～⑤のいずれかの措置を講じる努力義務が設けられています。
〈高齢者就業確保措置〉
①70歳までの定年引き上げ
②70歳までの継続雇用制度（再雇用や雇用延長）の導入
③定年廃止
④高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
⑤高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる制度の導入

以下、項目ごとに該当する番号にチェック及び該当箇所に具体例等を記入してください。
１）貴社における正社員の定年年齢について
　　□①60歳　　□②61歳　　□③62歳　　□④63歳　　□⑤64歳　　□⑥65歳
□⑦66歳以上70歳未満　　□⑧70歳以上　　□⑨定年制なし
　　上記設問１）で⑧「70歳以上」⑨「定年制なし」とご回答の場合は、以降の設問２）～８）へのご回答は不要です。
２）改正高齢法の施行に際した定年年齢の見直しの有無について
□①見直す予定がある（既に見直した）
□②見直す予定はない

□③その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３）貴社における高年齢者就業確保措置の決定状況について
□①既に決定している（＊設問４）へ）
□②方針は決定しておらず、今後決定する予定（＊設問８）へ）
□③方針は決定しておらず、義務化されるタイミングで決定する予定（＊設問８）へ）
□④現時点で方針を決定する予定はない（＊設問８）へ）
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　上記設問３）で、①「既に決定している」とご回答の場合は次の設問４）に、②～④「現時点では高齢者就業確保措置を決定していない」と回答の場合は設問８）にご回答ください。
４）既に対応が決定している貴社における高年齢者就業確保措置の方針について
□①全社で一律に制度・ルールを設け対応（＊設問５）へ）
□②制度・ルールは設けず、個別に対応
□③その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　上記設問４）で①「全社で一律に制度・ルールを設け対応」とご回答の場合のみ、次の設問５）にご回答ください。
５）貴社で決定している６５～７０歳までの就業確保措置の種類について
【複数回答可】
□①70歳までの定年引き上げ
□②70歳までの継続雇用制度（再雇用や雇用延長）の導入（＊設問６）・７）へ）
□③定年廃止
□④高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
□⑤高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる制度の導入

□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　上記設問５）で②「70歳までの継続雇用制度（再雇用や雇用延長）の導入」とご回答の場合のみ、次の設問６）～７）にご回答ください。
６）７０歳までの継続雇用制度を導入した理由について【複数回答可】
□①自社の労務構成上、継続雇用することが可能と判断したため
□②自社の業務特性や仕事の性格を勘案して、継続雇用することが可能と判断したため
□③自社における人件費の支払い余力等を勘案して、継続雇用することが可能と判断したため
□④将来的な労働力を確保する上で継続雇用することが必要と判断したため
□⑤経営トップが必要と判断したため
□⑥過半数労働組合等から要求があったため
□⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７）６５～７０歳の継続雇用者の就業先について【複数回答可】
□①自社
□②特殊関係事業主（子会社・関連会社等）
□③他社
８）現時点で高年齢者就業確保措置の方針を決定していない理由について
【複数回答可】
設問３）で②～④「現時点では高齢者就業確保措置の方針を決定していない」と回答の場合のみ
□①あくまで努力義務であり、義務化されていないため
□②施策を検討する時間がないため
□③高年齢者就業確保措置に対する労働者側のニーズが少ないため
□④法改正の内容を知らなかったため
□⑤他の課題への対応を優先しているため
□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅱ）再就職援助措置の努力義務化への対応について

定年および事業主都合により70歳未満で離職する高年齢者等に対し、再就職援助措置として、例えば以下①～⑤の措置を講じる努力義務が設けられています。
〈再就職援助措置の具体例〉
①教育訓練の受講等のための休暇付与
②求職活動に対する経済的支援
③再就職のあっせん
④教育訓練受講等のあっせん
⑤再就職支援体制の構築
１）貴社における再就職援助措置の決定状況について
□①既に70歳までの就業機会を設けており、新たな対応の予定はない
□②既に決定している（＊設問２）へ）
□③方針は決定しておらず、今後決定する予定（＊設問３）へ）
□④方針は決定しておらず、義務化されるタイミングで決定する予定（＊設問３）へ）
□⑤対象となる年代がいないため、当面対応の予定はない（＊設問３）へ）
□⑥その他の理由で、現時点で方針を決定する予定はない（＊設問３）へ）
□⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　上記設問１）で、②「既に決定している」とご回答の場合は次の設問２）に、③～⑥「現時点では再就職援助措置を決定していない」と回答の場合は設問３）にご回答ください。
２）既に対応が決定している貴社における再就職援助措置について
【複数回答可】
設問１）で②「既に決定している」と回答の場合のみ
□①教育訓練の受講等のための休暇付与
□②求職活動に対する経済的支援
□③再就職のあっせん
□④教育訓練受講等のあっせん
□⑤再就職支援体制の構築

□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３）現時点で再就職援助措置の方針を決定していない理由について
【複数回答可】
設問１）で③～⑥「現時点では再就職援助措置を決定していない」と回答の場合のみ
□①あくまで努力義務であり、義務化されていないため
□②施策を検討する時間がないため
□③再就職援助措置に対する労働者側のニーズが少ないため
□④法改正の内容を知らなかったため
□⑤他の課題への対応を優先しているため
□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５．新型コロナウイルス感染症対策等について
１）新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業経営への影響等について
Ⅰ）企業活動への影響について
□①むしろ好影響が出ている
□②悪影響はない
□③悪影響が出たがすでに収束した

□④現時点においても悪影響が継続している（設問Ⅱ）へ）
□⑤現時点では悪影響は出ていないが、今後悪影響が出る可能性がある（設問Ⅱ）へ）
□⑥分からない

□⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　上記設問Ⅰ）で➃「現時点においても悪影響が継続している」⑤「現時点では悪影響は出ていないが、今後悪影響が出る可能性がある」とご回答の場合のみ、設問Ⅱ）にご回答ください。
Ⅱ）現時点ですでに出ている悪影響・今後出る可能性がある悪影響について
【複数回答可】
□①売上の減少
□②営業日数の減少
□③取引先との取引減少
□④海外サプライヤーからの仕入の困難化
□⑤商談や営業活動の停滞
□⑥展示会、イベントの中止・延期
□⑦取引先の事業停止・一時帰休・休業など、サプライチェーンの乱れ
□⑧マスクや消毒液など衛生用品の確保の困難化
□⑨（海外を含めた）出張の中止・延期
□⑩従業員や同居家族等の新型コロナウイルスへの感染
□⑪その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ）２０１９年３月の売上高を[１００]とした場合の２０２１年３月の割合について
□①１００以上　　□⑤６０～６９　　□⑨２０～２９
□②９０～９９　　□⑥５０～５９　　□⑩１０～１９
□③８０～８９　　□⑦４０～４９　　□⑪　０～　９
□④７０～７９　　□⑧３０～３９　　□⑫その他（具体例：　　　　　　　　　）
Ⅳ）２０２０年３月の売上高を[１００]とした場合の２０２１年３月の割合について
□①１００以上　　□⑤６０～６９　　□⑨２０～２９
□②９０～９９　　□⑥５０～５９　　□⑩１０～１９
□③８０～８９　　□⑦４０～４９　　□⑪　０～　９
□④７０～７９　　□⑧３０～３９　　□⑫その他（具体例：　　　　　　　　　）

Ⅴ）現在の状況が続いた場合の資金繰りへの影響について
□①影響がある　　　□②影響はない　　　□③回答できない
□④その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅵ）政府の支援策「実質無利子・無担保融資」「事業再構築補助金」「持続化補助金」等の利用状況について
□①利用した　　　□②今後利用する可能性がある　　　□③利用する予定はない
２）現時点における感染拡大防止対策の実施状況について【複数回答可】
□①職場における３密回避の実践
□②手洗い（アルコール消毒含む）、うがいの励行

□③発熱等の症状がある従業員への休暇取得の勧奨

□④咳エチケットの励行
□⑤外部会議やセミナー等への参加禁止・自粛要請
□⑥飲食を伴う懇親会等への参加禁止・自粛要請

□⑦同居家族や友人などに感染者が出た従業員の自宅待機
□⑧社内・社外関係者に感染者が出た従業員の自宅待機
□⑨職場におけるマスク着用の実施（励行）
□⑩従業員へのアルコール消毒剤の配布
□⑪従業員へのマスクの配布
□⑫従業員による出勤前の体温測定・報告の実施
□⑬従業員とその家族に対する感染予防知識の啓発
□⑭従業員に対する私的な旅行やイベント参加等の自粛要請
□⑮社屋・オフィス内の清掃、消毒の強化
□⑯来訪者の受入禁止
□⑰来訪者への検温の実施
□⑱来訪者へのマスク着用依頼
□⑲特に対策は講じていない

□⑳その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３）現時点における出退勤時の感染拡大防止対策の実施状況について
【複数回答可】
□①時差出退勤（所定労働時間は変更せず、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ）の実施
□②在宅勤務（テレワーク）の実施【実施可能な部署のみの場合を含む】

□③混雑時間帯を避けられるフレックスタイム制の実施

□④サテライトオフィスでの就業の実施
□⑤所定労働時間の短縮

□⑥対外的な営業時間の短縮
□⑦出勤日の分散（公休日の振り替え）
□⑧特別休暇の設定
□⑨通勤時の公共交通機関の利用制限
□⑩上記の制度は設けていない
□⑪その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４）新型コロナウイルス感染拡大に伴う合理化策の実施状況について
Ⅰ）既に実施した施策について【複数回答可】
□①年次有給休暇の取得促進             □⑫従業員の賞与・一時金の減額
□②時間外労働の削減・抑制             □⑬採用内定取消しの実施
□③所定労働時間の短縮                 □⑭新卒採用の募集停止
□④無給の休日の設定                   □⑮有期雇用契約社員の雇い止めの実施
□⑤雇用調整助成金の申請               □⑯労働者派遣契約の打ち切り
□⑥一時帰休・休業の実施               □⑰請負契約の打ち切り
□⑦不活動時間を活用した教育訓練の実施 □⑱希望退職の募集
□⑧配置転換、応援出向、転籍の実施     □⑲退職勧奨の実施
□⑨副業の容認                         □⑳指名解雇の実施
□⑩役員報酬の減額                     □㉑特に実施した施策はない
□⑪従業員の賃金カットの実施　　　　　 □㉒その他（具体例：　　　　　　　　）
Ⅱ）今後実施する可能性がある施策について【複数回答可】
□①年次有給休暇の取得促進             □⑫従業員の賞与・一時金の減額
□②時間外労働の削減・抑制             □⑬採用内定取消しの実施
□③所定労働時間の短縮                 □⑭新卒採用の募集停止
□④無給の休日の設定                   □⑮有期雇用契約社員の雇い止めの実施
□⑤雇用調整助成金の申請               □⑯労働者派遣契約の打ち切り
□⑥一時帰休・休業の実施               □⑰請負契約の打ち切り
□⑦不活動時間を活用した教育訓練の実施 □⑱希望退職の募集
□⑧配置転換、応援出向、転籍の実施     □⑲退職勧奨の実施
□⑨副業の容認                         □⑳指名解雇の実施
□⑩役員報酬の減額                     □㉑特に実施する可能性がある施策はない
□⑪従業員の賃金カットの実施　　　　　 □㉒その他（具体例：　　　　　　　　）
５）在宅勤務・テレワークの導入状況と今後の方向性について
Ⅰ）在宅勤務・テレワークの導入状況（一部導入を含む）について
□①新型コロナ感染拡大前から在宅勤務・テレワークを導入していた（設問Ⅱ）・Ⅲ）へ）
□②新型コロナ感染拡大後に在宅勤務・テレワークを導入した（設問Ⅱ）・Ⅲ）へ）
□③現状では、在宅勤務・テレワークは導入していない
□④その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　上記設問Ⅰ）で①「新型コロナ感染拡大前から在宅勤務・テレワークを導入していた」②「新型コロナ感染拡大後に在宅勤務・テレワークを導入した」とご回答の場合のみ、以降の設問にご回答ください。
Ⅱ）在宅勤務・テレワークの方向性について
□①今後、更に拡大していく（新型コロナウイルス感染症が収束しても通常勤務には戻さない）
□②現状を維持する
□③新型コロナウイルス感染症が収束した段階で通常勤務に戻す予定
□④未定・分からない

□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ⅲ）在宅勤務・テレワークの問題点について【複数回答可】
□①労働時間管理が煩雑になりやすい
□②従業員の心身に不調をきたしやすい
□③従業員同士のコミュニケーションに時間がかかったり不安や曲解を生じやすい
□④仕事とプライベートの切り分けが難しい
□⑤従業員の人事評価が難しい
□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ご協力ありがとうございました。
６月４日（金）までに、下記宛てメール・ファックスもしくは郵送にてご送付ください。
〒３８０－０８３８ 長野市県町５８４ （一社）長野県経営者協会　労政部　宛
ＴＥＬ：０２６－２３５－３５２２　ＦＡＸ：０２６－２３５－３５２９
Ｅ-mail　rosei@nea.or.jp
PAGE  
9

